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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 112,731 117,674 124,846 238,988 236,738

経常利益 (百万円) 2,574 3,097 6,006 3,993 5,333

中間(当期)純利益 (百万円) 1,022 126 3,421 1,135 1,411

純資産額 (百万円) 86,352 88,486 94,618 85,960 91,950

総資産額 (百万円) 190,424 190,589 205,497 190,751 188,097

１株当たり純資産額 (円) 1,188.09 1,217.52 1,301.95 1,182.74 1,263.79

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 14.07 1.75 47.08 14.42 18.00

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 12.19 1.45 39.10 12.15 14.95

自己資本比率 (％) 45.3 46.4 46.0 45.1 48.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,402 4,628 6,123 13,806 15,984

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,416 △4,905 △6,240 △21,466 △9,690

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △896 △2,502 △3,085 2,599 △3,876

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 26,692 23,092 25,771 25,335 28,822

従業員数 (名) 55,698 51,655 53,704 54,622 46,704



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 106,746 112,528 119,112 226,428 226,493

経常利益 (百万円) 2,294 4,494 5,411 4,075 7,066

中間(当期)純利益 (百万円) 1,144 4,479 3,001 1,668 5,958

資本金 (百万円) 29,912 29,912 29,912 29,912 29,912

発行済株式総数 (株) 72,694,752 72,694,752 72,694,752 72,694,752 72,694,752

純資産額 (百万円) 86,816 90,634 93,920 87,339 92,115

総資産額 (百万円) 187,369 188,169 198,741 186,318 183,503

１株当たり純資産額 (円) 1,194.47 1,247.07 1,292.34 1,201.71 1,266.06

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 15.75 61.64 41.31 21.75 80.57

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 13.65 51.19 34.30 18.32 66.91

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 15.00 15.00

自己資本比率 (％) 46.3 48.2 47.3 46.9 50.2

従業員数 (名) 2,187 2,674 2,651 2,676 2,656



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 臨時従業員数は、従業員数に占める割合が100分の10に満たないため記載を省略しております。 

３ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門等に所属しているも

のであります。 

４ 従業員数が、前連結会計年度末に対して7,000名増加しましたのは、主に中国製造子会社の機構部品部門の

拡張によるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 臨時従業員数は、従業員数に占める割合が100分の10に満たないため記載を省略しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、国内、在外の各社(一部在外子会社は除く)において労働組合が組織されておりま

すが、労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。 

  

  

事業部門 従業員数(名)

情報通信機器 5,323

半導体デバイス 3,485

磁気及び光デバイス 12,119

機構部品 18,958

高周波部品 4,080

電源部品 7,347

全社(共通) 2,392

合計 53,704

従業員数(名) 2,651



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格や原材料価格の上昇の懸念材料がありました

が、企業収益の改善や需要の増加を受けて民間設備投資が伸張し、輸出も円安を背景に堅調に推移いた

しました結果、景気は拡大基調となりました。 

 また、世界経済につきましては、米国経済は景気減速の大きな要因とされる原油価格の高騰があり、

物価面ではコア物価が緩やかに上昇しましたが、個人消費、設備投資、雇用者数も増加となり、景気は

拡大傾向となりました。欧州経済はユーロ圏経済を中心に世界経済に連動した拡大基調となり、また、

アジア経済も中国経済の高成長の持続により、総じて好調裡に推移いたしました。 

 当電子部品業界におきましては、携帯電話、ノートＰＣをはじめとする情報通信分野、薄型ＴＶ、

DVD（デジタル多用途ディスク）レコーダ、デジタルカメラ、携帯オーディオなどのデジタル家電とい

った主要電子機器が堅調に推移し、自動車車載向けの用途もデジタル化や電装化の潮流の中で全体とし

て拡大いたしました。 

 このような情勢のもとで、当社グループは、積極的な新製品の投入と事業活動の推進に努めてまいり

ました結果、デジタル情報家電関連製品、携帯電話関連製品等の受注増加に加え、ゲーム関連製品の増

加もあり、連結売上高は1,248億4千6百万円（前年同期比 106.1％）となりました。 

 地域別では、日本向けが550億8千7百万円（同 110.3％）、アジア地域向けが592億7千5百万円（同

113.1％）、欧州地域向けが59億7千6百万円（同 67.7％）、北米地域向けが45億6百万円（同 69.6％）

となりました。連結売上高に占める海外売上高は697億5千8百万円（同103.0％）となり、海外売上高の

割合は55.9％（前年同期 57.5％）となりました。 

 損益面につきましては、不採算製品の撤退、原価低減および固定費の節減に努力いたしました結果、

営業利益は67億9千2百万円（前年同期比 218.8％）となりました。また、経常利益は60億6百万円（同

193.9％）となり、中間純利益は、34億2千1百万円（前中間純利益 1億2千6百万円）となりました。 

  

事業部門別の業績は次のとおりであります。 

①情報通信機器 

 情報通信機器につきましては、本格的なブロードバンド映像配信サービスに対応したデジタルネット

ワークシステムのIP-セットトップボックスの供給開始とテープドライブ関連のDLTドライブの受注拡大

がありましたが、コンピュータ関連の市場においてDVD±RWドライブ、FDドライブ、DATドライブなどの

受注減少の影響により、売上高は188億7千1百万円（前年同期比82.5％）となりました。 

 

②半導体デバイス 

 半導体デバイスにつきましては、リチウムイオン電池保護・充電用IC、薄型テレビ用のスイッチIC、

COB（Chip On Board）タイプのリチウムイオン電池保護モジュールの受注増加により、売上高は221億6

千万円（前年同期比104.5％）となりました。 

 

③磁気及び光デバイス 

 磁気及び光デバイスにつきましては、携帯電話・パソコン用カメラモジュールの受注増加により、売

上高は200億8千6百万円（前年同期比134.8％）となりました。 



 

④機構部品 

 機構部品につきましては、プリンター用のモータおよびゲーム関連製品等の受注増加がありました

が、携帯端末用スイッチ、携帯デジタル機器用コネクタの受注減少により、売上高は229億9千8百万円

（前年同期比93.5％）となりました。 

 

⑤高周波部品 

 高周波部品につきましては、ゲーム関連製品の受注増加により、売上高は222億1千8百万円（前年同

期比115.2％）となりました。 

 

⑥電源部品 

 電源部品につきましては、ゲーム機器用アダプターの受注増加により、売上高は185億9百万円（前年

同期比125.2％）となりました。 

  

所在地別セグメントの状況は次のとおりであります。 

①日本 

 国内におきましては、ゲーム関連製品、光ピックアップ及びカメラモジュール伸長により、売上高は

655億3千8百万円(前年同期比110.7%)、営業利益は40億8千2百万円(前年同期384.4%)となりました。 

 

②アジア 

 アジアにおきましては、電源、カメラモジュール、COB（Chip On Board）タイプのリチウムイオン

電池保護モジュールの伸長により、売上高は508億8千2百万円（前年同期比112.1%）、営業利益は26億6

千8百万円(前年同期比150.1%)となりました。 

 

③欧州 

 欧州におきましては、テープストレージデバイスの販売減少により売上高は56億7千9百万円(前年同

期比68.1%)、営業損失は5千5百万円(前年同期は営業利益1億3千3百万円))となりました。 

 

④北米 

 北米におきましては、COB（Chip On Board）タイプのリチウムイオン電池保護モジュールの売上がア

ジアにシフトしたことにより、売上高は27億4千5百万円(前年同期比57.6%)、営業利益は1億3千8百万円

（前年同期比139.4%）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より30億5千万円減少（前年

同期は22億4千3百万円の減少）し、257億7千1百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは売掛債権の増加、棚卸資産の増加等がありましたが、税金等

調整前中間純利益の確保および仕入債務の増加等により61億2千3百万円の収入（前年同期比

132.3％）となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは有形固定資産の取得による支出等により62億4千万円の支出

（前年同期比127.2％）となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは長期借入金返済による支出、配当金の支払等により30億8千5

百万円の支出（前年同期比123.3％）となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 生産高(百万円) 前年同期比(％)

情報通信機器 19,031 83.5

半導体デバイス 22,013 103.8

磁気及び光デバイス 20,316 135.6

機構部品 23,870 97.9

高周波部品 22,188 115.2

電源部品 18,413 124.7

合計 125,834 107.2

事業部門 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

情報通信機器 18,878 76.9 3,817 71.5

半導体デバイス 23,980 111.4 5,706 141.9

磁気及び光デバイス 20,801 139.3 5,634 193.1

機構部品 24,990 96.1 6,548 97.0

高周波部品 22,332 113.5 5,645 97.3

電源部品 18,676 127.3 3,549 102.4

合計 129,659 106.8 30,901 109.2

事業部門 販売高(百万円) 前年同期比(％)

情報通信機器 18,871 82.5

半導体デバイス 22,160 104.5

磁気及び光デバイス 20,086 134.8

機構部品 22,998 93.5

高周波部品 22,218 115.2

電源部品 18,509 125.2

合計 124,846 106.1



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更または

新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、経営基盤の強化と業績の向上を図るため、技術革新と市場環境の変化に対応した製品

開発を行うべく研究開発活動を行っております。 

 当社の開発本部及び各事業本部の研究開発部門は、国内外の関係会社と密接な連携のもとで、新製品の

開発及び生産技術の研究を進めております。 

 当中間連結会計期間における主な研究開発の成果は、大容量光ディスク・ＨＤ-ＤＶＤ（High-

Definition Digital Versatile Disk）規格に準拠した読み取り専用光ピックアップの開発・量産化とＣ

ＭＯＳ（相補型金属酸化物半導体）撮像素子を搭載した車載向け単焦点広角カメラ装置の開発などであり

ます。 

 なお、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は、75億2百万円となっております。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 平成13年改正旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は次のとおりでありま

す。 

 
(注)  新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付された社債の全額の償還に代えて

新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとします。また、新株予約権が行使さ

れたときには、当該請求があったものとみなします。 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 72,694,752 72,694,752

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 
フランクフルト 
証券取引所

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 72,694,752 72,694,752 ― ―

2010年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債(平成17年1月31日発行)

中間会計期間末現在
(平成18年9月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数(個) 4,000 4,000

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 14,836,795 14,836,795

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,348 同左

新株予約権の行使期間
平成17年2月7日～
平成22年1月18日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 1,348
資本組入額  674

同左

新株予約権の行使の条件 (注) 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 該当事項はありません。 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

新株予約権付社債の残高(百万円) 20,000 20,000



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 
  

(4) 【大株主の状況】 
平成18年９月30日現在 

 
(注)  次の法人から、大量保有報告書の提出があり、次のとおり株式を所有している旨の報告を受けておりますが、

当中間期末現在における当該法人名義の実質所有株式の確認ができないため、上記「大株主の状況」では考慮

しておりません。 

 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日

― 72,694 ― 29,912 ― 32,272

氏名又は名称 住所 所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 東京都港区浜松町2丁目11-3 8,331 11.46

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 東京都中央区晴海1丁目8-11 6,912 9.50

資産管理サービス信託銀行株式
会社(証券投資信託口)

東京都中央区晴海1丁目8-12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーZ棟

2,574 3.54

森部 昌子 東京都調布市 2,477 3.40

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口4) 東京都中央区晴海1丁目8-11 1,770 2.43

カリヨンディーエムエイオーテ
ィシー(常任代理人 カリヨン証
券会社東京支店)

9, QUAI DU PRESIDENT PAUL DOUMER BUREAU 
9D VB 07076 92920 PARIS LA DEFENSE  
CEDEX FRANCE 
(東京都港区東新橋1丁目9-2 汐留住友ビル
15階)

1,463 2.01

ドイチェバンクアーゲーロンド
ン610(常任代理人 ドイツ証券株
式会社)

WINCHESTER HOUSE 1 GREAT WINCHESTER 
STREET LONDON EC2N2DB, UK 
(東京都千代田区永田町2丁目11-1 山王パー
クタワー)

1,376 1.89

日興シティ信託銀行株式会社(信
託口) 東京都品川区東品川2丁目3-14 1,250 1.72

チェースマンハッタンバンクジ
ーティーエスクライアンツアカ
ウントエスクロウ(常任代理人 
みずほコーポレート銀行兜町証
券決済業務室)

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9, THOMAS MORE 
STREET LONDON, E1W1YT, UNITED KINGDOM 
(東京都中央区日本橋兜町6番7)

1,147 1.57

ノムラルクスノムラマルチカレ
ンシージャパンストックファン
ド818505(常任代理人 株式会社
三井住友銀行資金証券サービス
部)

6 AVENUE EMILIE REUTER L-2420 LUXEMBOURG
(東京都千代田区丸の内1丁目3-2)

1,100 1.51

計 ― 28,403 39.07

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

提出日

ゴールドマン・サックス証
券株式会社 
          他3社

東京都港区六本木6丁目10-1
六本木ヒルズ森タワー

7,564 10.41 平成18年9月29日

ドイツ証券株式会社 
          他4社

東京都千代田区永田町2丁目11-1
山王パークタワー

4,328 5.95 平成18年9月29日

モルガン・スタンレー証券
株式会社 
          他9社

東京都渋谷区恵比寿4丁目20-3
恵比寿ガーデンプレイスタワー

10,601 14.58 平成18年9月15日

日興コーディアル証券株式
会社 
                   他3社

東京都千代田区丸の内3丁目3-1 3,642 5.01 平成18年7月31日

野村證券株式会社 
                   他4社

東京都中央区日本橋1丁目9-1 5,371 7.39 平成18年5月31日



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が38,400株(議決権384個)含

まれております。 
２ 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式95株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部によっております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 

20,500
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

72,590,000
725,900 ―

単元未満株式
普通株式

84,252
― ―

発行済株式総数 72,694,752 ― ―

総株主の議決権 ― 725,900 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
ミツミ電機株式会社

東京都多摩市鶴牧二丁目
11番地2

20,500 ― 20,500 0.03

計 ― 20,500 ― 20,500 0.03

月別
平成18年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,667 1,647 1,405 1,370 1,600 1,645

最低(円) 1,544 1,364 1,277 1,218 1,330 1,505



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに当中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受け

ております。 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 23,526 26,400 29,559

 ２ 受取手形及び売掛金 ※５ 68,852 72,531 62,807

 ３ 棚卸資産 26,338 36,267 26,410

 ４ 繰延税金資産 2,313 2,714 3,316

 ５ その他 3,473 4,226 3,366

   貸倒引当金 △282 △312 △300

    流動資産合計 124,221 65.2 141,828 69.0 125,160 66.5

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産
※１ 
 ２ 
 ３

  １ 建物及び構築物 13,391 13,075 13,359

  ２ 機械装置及び運搬具 24,305 24,458 23,152

  ３ 工具器具備品 10,315 10,063 9,476

  ４ 土地 6,200 6,165 6,211

  ５ 建設仮勘定 584 573 681

    有形固定資産合計 54,796 54,338 52,880

 (2) 無形固定資産 2,868 3,017 3,024

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 208 270 243

  ２ 繰延税金資産 7,461 5,186 5,949

  ３ その他 1,392 1,035 1,021

    貸倒引当金 △359 △179 △181

     投資その他の資産 
        合計

8,702 6,314 7,033

    固定資産合計 66,367 34.8 63,669 31.0 62,937 33.5

    資産合計 190,589 100.0 205,497 100.0 188,097 100.0



   
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※５ 42,507 50,694 37,594

 ２ 短期借入金 ※３ 10,269 11,181 11,155

 ３ 未払費用 4,813 5,131 4,519

 ４ 未払法人税等 857 1,166 834

 ５ 繰延税金負債 1 ― ―

 ６ 賞与引当金 1,605 1,633 1,580

 ７ その他 ※５ 4,753 7,920 4,614

    流動負債合計 64,807 34.0 77,728 37.8 60,300 32.0

Ⅱ 固定負債

 １ 新株予約権付社債 20,000 20,000 20,000

 ２ 長期借入金 ※３ 9,815 5,825 7,820

 ３ 繰延税金負債 676 459 565

 ４ 退職給付引当金 6,044 6,566 6,672

 ５ 役員退職慰労引当金 758 ― 789

 ６ その他 ― 299 ―

    固定負債合計 37,294 19.6 33,150 16.2 35,847 19.1

    負債合計 102,102 53.6 110,879 54.0 96,147 51.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 29,912 15.7 ― ― 29,912 15.9

Ⅱ 資本剰余金 33,274 17.4 ― ― 33,274 17.7

Ⅲ 利益剰余金 37,790 19.8 ― ― 39,075 20.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △0 △0.0 ― ― 4 0.0

Ⅴ 為替換算調整勘定 △12,469 △6.5 ― ― △10,293 △5.5

Ⅵ 自己株式 △21 △0.0 ― ― △24 △0.0

    資本合計 88,486 46.4 ― ― 91,950 48.9

    負債及び資本合計 190,589 100.0 ― ― 188,097 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 29,912 ―

 ２ 資本剰余金 ― 33,274 ―

 ３ 利益剰余金 ― 41,303 ―

 ４ 自己株式 ― △26 ―

     株主資本合計 ― ― 104,464 50.8 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 3 ―

 ２ 為替換算調整勘定 ― △9,849 ―

     評価・換算差額等 
     合計

― ― △9,845 △4.8 ― ―

     純資産合計 ― ― 94,618 46.0 ― ―

     負債純資産合計 ― ― 205,497 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 117,674 100.0 124,846 100.0 236,738 100.0

Ⅱ 売上原価 107,237 91.1 110,936 88.9 216,643 91.5

   売上総利益 10,436 8.9 13,909 11.1 20,095 8.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 7,333 6.3 7,117 5.7 14,894 6.3

   営業利益 3,103 2.6 6,792 5.4 5,201 2.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 160 238 357

 ２ 特許料収入 ― 65 ―

 ３ 為替差益 304 11 533

 ４ その他 198 663 0.6 246 562 0.5 741 1,632 0.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 168 235 367

 ２ 治工具・金型等除却損 348 934 788

 ３ クレーム等損失 78 74 163

 ４ その他 74 669 0.6 103 1,347 1.1 181 1,500 0.6

   経常利益 3,097 2.6 6,006 4.8 5,333 2.3

Ⅵ 特別利益

 １ 国庫補助金等受入額 ― 44 ―

 ２ 特許料収入 ― ― ― ― 44 0.0 495 495 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 特別退職金 892 ― 919

 ２ 固定資産減損損失 ※３ ― 45 ―

 ３ 固定資産圧縮損 ※２ ― 36 ―

 ４ 為替換算調整勘定取崩額 2,345 3,238 2.7 ― 81 0.1 2,345 3,264 1.4

   税金等調整前中間(当期) 
   純利益又は純損失(△)

△140 △0.1 5,969 4.7 2,564 1.1

   法人税、住民税及び 
   事業税

861 1,289 1,897

   法人税等調整額 △1,128 △267 △0.2 1,258 2,548 2.0 △744 1,153 0.5

   中間(当期)純利益 126 0.1 3,421 2.7 1,411 0.6



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 33,274 33,274

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高 33,274 33,274

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 38,842 38,842

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 126 126 1,411 1,411

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 1,090 1,090

 ２ 取締役賞与金 88 1,178 88 1,178

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 37,790 39,075



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

項目
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 29,912 33,274 39,075 △24 102,238

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,090 △1,090

 利益処分による役員賞与 △103 △103

 中間純利益 3,421 3,421

 自己株式の取得 △2 △2

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額 
合計(百万円)

― ― 2,228 △2 2,225

平成18年９月30日残高(百万円) 29,912 33,274 41,303 △26 104,464

項目

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4 △10,293 △10,288 91,950

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,090

 利益処分による役員賞与 △103

 中間純利益 3,421

 自己株式の取得 △2

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△1 443 442 442

中間連結会計期間中の変動額 
合計(百万円)

△1 443 442 2,668

平成18年９月30日残高(百万円) 3 △9,849 △9,845 94,618



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期) 
   純利益又は純損失(△)

△140 5,969 2,564

 ２ 減価償却費 6,643 6,570 14,023

 ３ 固定資産減損損失 ― 45 ―

 ４ 貸倒引当金の増加・減少(△)額 64 7 △103

 ５ 退職給付引当金の増加・減少 
   (△)額

467 △112 1,071

 ６ 役員退職慰労引当金の減少額 △249 △789 △219

 ７ 受取利息及び受取配当金 △161 △238 △358

 ８ 支払利息 168 235 367

 ９ 為替差損 353 26 613

 10 有形固定資産売却益 △17 △41 △80

 11 有形固定資産除却・廃棄損 348 934 788

 12 固定資産圧縮損 ― 36 ―

 13 国庫補助金等受入額 ― △44 ―

 14 投資有価証券売却益 △8 ― △8

 15 売上債権の増加(△)・減少額 △2,088 △10,151 4,664

 16 棚卸資産の増加額 △1,065 △9,741 △797

 17 仕入債務の増加・減少(△)額 △2,411 12,897 △7,788

 18 未収消費税等の増加(△)・減少額 △50 △236 325

 19 未払消費税等の増加・減少(△)額 13 37 △205

 20 役員賞与の支払額 △88 △103 △88

 21 為替換算調整勘定取崩額 2,345 ― 2,345

 22 その他資産の減少額 578 69 706

 23 その他負債の増加額 2,197 1,663 1,508

    小計 6,897 7,034 19,329

 24 利息及び配当金の受取額 154 235 357

 25 利息の支払額 △168 △229 △366

 26 国庫補助金等の受取額 ― 44 ―

 27 法人税等の支払額 △1,363 △960 △2,416

 28 特別退職金の支払額 △892 ― △919

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

4,628 6,123 15,984



 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △363 △501 △873

 ２ 定期預金の払戻による収入 1,703 625 1,967

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △5,453 △6,231 △9,366

 ４ 有形固定資産の売却による収入 148 492 217

 ５ 無形固定資産の取得による 
   支出(純額)

△971 △593 △1,634

 ６ その他 30 △30 △1

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△4,905 △6,240 △9,690

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ コマーシャルペーパーの発行 
   による収入

― ― 2,000

 ２ コマーシャルペーパーの償還 
   による支出

― ― △2,000

 ３ 長期借入金返済による支出 △1,412 △1,995 △2,782

 ４ 自己株式の取得による支出 △1 △2 △4

 ５ 配当金の支払額 △1,088 △1,087 △1,090

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△2,502 △3,085 △3,876

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 536 151 1,068

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少 
  (△)額

△2,243 △3,050 3,486

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 25,335 28,822 25,335

Ⅶ 現金及び現金同等物 
  中間期末(期末)残高

※１ 23,092 25,771 28,822



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1)連結子会社   17社

  主要な連結子会社名

   TAIPEI MITSUMI 

   CO.,LTD.

MITSUMI 

PHILIPPINES, INC.

CEBU MITSUMI, INC.

   珠海三美電機有限公

司

   青島三美電機有限公

司

   天津三美電機有限公

司

MITSUMI 

ELECTRONICS CORP.

(1)連結子会社   17社

  主要な連結子会社名

   TAIPEI MITSUMI 

   CO.,LTD.

MITSUMI 

PHILIPPINES, INC.

CEBU MITSUMI, INC.

   珠海三美電機有限公

司

   青島三美電機有限公

司

   天津三美電機有限公

司

MITSUMI 

ELECTRONICS CORP.

(1) 連結子会社   17社

  連結子会社の名称は、

「第１ 企業の概況４

関係会社の状況」に記載

しているため、省略して

おります。

  なお、MITSUMI 

ELECTRONICS(B.P.)

SDN.BHD.およびMITSUMI 

(SEGAMAT) SDN.BHD.の２

社は、当連結会計年度に

実質的に清算を結了して

おりますので、損益計算

書のみ連結しておりま

す。

  なお、MITSUMI 

ELECTRONICS(B.P.)

SDN.BHD.およびMITSUMI 

(SEGAMAT) SDN.BHD.の２

社は、当中間連結会計期

間に実質的に清算を結了

しておりますので、損益

計算書のみ連結しており

ます。

(2) 非連結子会社の名称等

株式会社エムジーアイ

  上記１社は、小規模会

社であり、総資産、売上

高、中間純損益及び利益

剰余金(持分に見合う額)

等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないため、連

結の範囲から除外してお

ります。

(2) 非連結子会社の名称等

 同 左

(2) 非連結子会社の名称等

株式会社エムジーアイ

  上記１社は、小規模会

社であり、総資産、売上

高、当期純損益及び利益

剰余金(持分に見合う額)

等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、連結の

範囲から除外しておりま

す。

２ 持分法の適用に関

する事項

 関連会社はありません。 

 また、上記非連結子会社

１社は、中間純損益及び利

益剰余金(持分に見合う額)

等に対する影響が軽微であ

り、かつ全体として重要な

影響を及ぼしていないた

め、持分法を適用せず、原

価法により評価しておりま

す。

 同 左

 

 関連会社はありません。 

 また、上記非連結子会社

１社は、当期純損益及び利

益剰余金(持分に見合う額)

等に対する影響が軽微であ

り、かつ全体として重要な

影響を及ぼしていないた

め、持分法を適用せず、原

価法により評価しておりま

す。

３ 連結子会社の中間

決算日等(事業年

度等)に関する事

項

 連結子会社のうち、珠海

三美電機有限公司他３社の

中間決算日は６月30日であ

りますが、連結決算に際し

ては、中間連結決算日で仮

決算を行っております。

 同 左  連結子会社のうち、珠海

三美電機有限公司他３社の

決算日は12月31日でありま

すが、連結決算に際して

は、連結決算日で仮決算を

行っております。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 (イ)有価証券

   その他有価証券

   時価のあるもの

    中間連結会計期間

末日の市場価格等に

基づく時価法(評価

差額は全部資本直入

法により処理し、売

却原価は移動平均法

により算定)

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 (イ)有価証券

   その他有価証券

   時価のあるもの

    中間連結会計期間

末日の市場価格等に

基づく時価法(評価

差額は全部純資産直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定)

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 (イ)有価証券

   その他有価証券

   時価のあるもの

    連結会計年度末日

の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額

は全部資本直入法に

より処理し、売却原

価は移動平均法によ

り算定)

   時価のないもの

    移動平均法に基づ

く原価法

   時価のないもの

同 左

   時価のないもの

同 左

 (ロ)棚卸資産

   製品、仕掛品：総平

均法又は移動平均法に

基づく原価法

 (ロ)棚卸資産

同 左

 (ロ)棚卸資産

同 左

   原材料、貯蔵品：主

として最終仕入原価法

に基づく原価法

      

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 (イ)有形固定資産

   資産の種類、構造、

用途別に見積られる耐

用年数に基づく定率法

によっております。た

だし、平成10年４月１

日以降に取得した建物

(建物付属設備を除く)

及び一部の在外連結子

会社は定額法によって

おります。

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 (イ)有形固定資産

同 左

 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 (イ)有形固定資産

同 左

 

 (ロ)無形固定資産

   資産の種類、用途別

に見積られる耐用年数

に基づく定額法によっ

ております。なお、自

社利用のソフトウェア

につきましては、社内

における利用可能期間

(５年)に基づく定額法

によっております。

 (ロ)無形固定資産

   資産の種類、用途別

に見積られる耐用年数

に基づく定額法によっ

ております。なお、販

売用製品機器組込ソフ

トウェアにつきまして

は、見込販売可能期間

(３年)に基づく定額

法、自社利用のソフト

ウェアにつきまして

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法によっており

ます。

 (ロ)無形固定資産

同 左

 (ハ)長期前払費用

   定額法によっており

ます。なお、償却期間

は５年であります。

 (ハ)長期前払費用

     同 左

 (ハ)長期前払費用

同 左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 重要な引当金の計上基

準

 (イ)貸倒引当金

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため当社

及び国内連結子会社

は、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権及び破産

更生債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を

計上しております。在

外連結子会社は、個別

見積りによる回収不能

見込額を計上しており

ます。

(3) 重要な引当金の計上基

準

 (イ)貸倒引当金

同 左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 (イ)貸倒引当金

同 左

 (ロ)賞与引当金

   当社、国内連結子会

社及び一部の在外連結

子会社は従業員に対す

る賞与の支出に備える

ため、賞与支給見込額

のうち当中間連結会計

期間に対応する金額を

引当計上しておりま

す。

 (ロ)賞与引当金

同 左

 (ロ)賞与引当金

   当社、国内連結子会

社及び一部の在外連結

子会社は従業員に対す

る賞与の支出に備える

ため、賞与支給見込額

のうち当連結会計年度

に対応する金額を引当

計上しております。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (ハ)退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当社及び

国内連結子会社は当連

結会計年度末における

退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期

間末において発生して

いると認められる額を

計上しております。ま

た、一部の在外連結子

会社は、従業員に対す

る退職金の支出に備え

るため、中間連結会計

期間末要支給額の全額

を引当計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更

時差異(12,579百万円

のうち、退職給付信託

設定 による償却額

2,279百万円を除いた

残額10,300百万円)に

ついては15年による按

分額を費用処理してお

ります。

   過去勤務債務につい

ては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数

(10年)による按分額を

費用処理しておりま

す。

   数理計算上の差異に

ついては、その発生時

の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年

数(10年)による按分額

をそれぞれ翌連結会計

年度より費用処理して

おります。

   

 (ハ)退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当社及び

一部の連結子会社は当

連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期

間末において発生して

いると認められる額を

計上しております。ま

た、一部の在外連結子

会社は、従業員に対す

る退職金の支出に備え

るため、中間連結会計

期間末要支給額の全額

を引当計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更

時差異(12,579百万円

のうち、退職給付信託

設定 によ る償却額

2,279百万円を除いた

残額10,300百万円)に

ついては15年による按

分額を費用処理してお

ります。

   過去勤務債務につい

ては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数

(10年)による按分額を

費用処理しておりま

す。

   数理計算上の差異に

ついては、その発生時

の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年

数(10年)による按分額

をそれぞれ翌連結会計

年度より費用処理して

おります。

 (ハ)退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当社及び

一部の連結子会社は当

連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づ

き計上しております。

また、一部の在外連結

子会社は、従業員に対

する退職金の支出に備

えるため、連結会計年

度末要支給額の全額を

引当計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更

時差異(12,579百万円

のうち、退職給付信託

設定 によ る償却額

2,279百万円を除いた

残額10,300百万円)に

ついては15年による按

分額を費用処理してお

ります。

   過去勤務債務につい

ては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数

(10年)による按分額を

費用処理しておりま

す。

   数理計算上の差異に

ついては、その発生時

の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年

数(10年)による按分額

をそれぞれ翌連結会計

年度より費用処理して

おります。

   



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

     (追加情報) 
 当社及び国内連結子
会社は、確定給付企業
年金法の施行に伴い、
厚生年金基金の代行分
について、平成18年４
月28日に厚生労働大臣
から将来分支給義務免
除の認可を受けまし
た。 
 当中間連結会計期間
末日現在において測定
された返還相当額（最
低 責 任 準 備 金）は
10,591百万円であり、
当該返還相当額（最低
責任準備金）の支払が
当中間連結会計期間末
日に行われたと仮定し
て「退職給付会計に関
する実務指針（中間報
告）」（日本公認会計
士協会会計制度委員会
報告第13号）第44-2項
を適用した場合に生じ
る特別利益の見込額
は、8,527百万円であ
ります。

   

 (ニ)役員退職慰労引当金
   当社は役員の退職慰
労金の支出に備えるた
め、役員退職慰労金に
関する内規に基づく中
間連結会計期間末要支
給額を引当計上してお
ります。

   

 (ニ)役員退職慰労引当金
―――――――

    
  
 
 
 
 
(追加情報) 
 当社は、役員の退職
慰労金の支出に備える
ため、役員退職慰労金
に関する内規に基づく
中間連結会計期間末要
支給額を引当計上して
おりましたが、平成18
年6月29日開催の定時
株主総会の日をもって
役員退職慰労金制度を
廃止することが決議さ
れました。 
 同制度廃止に伴い、
定時株主総会の日以前
の在職期間分について
の役員退職慰労金につ
いて打切り支給するこ
ととしました。なお、
支給の時期は、各役員
それぞれの退任時と
し、役員退職慰労引当
金は全額を取崩し、退
任時まで固定負債「そ
の他」として計上して
おります。

 (ニ)役員退職慰労引当金
   当社は役員の退職慰
労金の支出に備えるた
め、役員退職慰労金に
関する内規に基づく連
結会計年度末要支給額
を引当計上しておりま
す。

   



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の直

物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益

として処理しておりま

す。なお、在外連結子会

社の資産及び負債は、中

間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換

算し、換算差額は資本の

部における為替換算調整

勘定に含めて表示してお

ります。

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の直

物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益

として処理しておりま

す。なお、在外連結子会

社の資産及び負債は、中

間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調

整勘定に含めて表示して

おります。

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理しております。な

お、在外連結子会社の資

産及び負債は、連結決算

日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差

額は資本の部における為

替換算調整勘定に含めて

表示しております。

(5) 重要なリース取引の処

理方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同 左

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同 左

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

 (イ)ヘッジ会計の方法

   先物為替予約を行っ

ており、為替予約が付

されている外貨建金銭

債権については、振当

処理を行っておりま

す。

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

 (イ)ヘッジ会計の方法

同 左

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

 (イ)ヘッジ会計の方法

同 左

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象

(ヘッジ手段) 為替予約

(ヘッジ対象) 外貨建金

銭債権

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象

同 左

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象

同 左

 (ハ)ヘッジ方針

   外貨建取引の為替相

場の変動リスクを回避

する目的で為替予約取

引を行っております。

 (ハ)ヘッジ方針

同 左

 (ハ)ヘッジ方針

同 左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (ニ)ヘッジ有効性評価の

方法

   リスク管理方針に従

って、為替予約を振当

処理しているため、中

間決算日における有効

性の評価を省略してお

ります。

 (ニ)ヘッジ有効性評価の

方法

同 左

  

 (ニ)ヘッジ有効性評価の

方法

   リスク管理方針に従

って、為替予約を振当

処理しているため、決

算日における有効性の

評価を省略しておりま

す。

(7) 消費税等の会計処理

  税抜方式によっており

ます。

(7) 消費税等の会計処理

同 左

(7) 消費税等の会計処理

同 左

５ 中間連結(連結)キ

ャッシュ・フロー

計算書における資

金の範囲

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

が可能であり、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。

同 左

 

同 左



(会計処理の変更) 

 
  

(表示方法の変更) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年8月9日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第6

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

――――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年8月9日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号)を適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

――――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当中間連結会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準第5号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月9日 

企業会計基準適用指針第8号)を適用

しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は94,618百万円でありま

す。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結財務諸表は、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成し

ております。

―――――――

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

(中間連結損益計算書) 

 前中間連結会計期間において、営業外費用の「その

他」に含めて表示していたクレーム等損失(前中間連結

会計期間2百万円)については、営業外費用の総額の百分

の十を超えたため、当中間連結会計期間より区分掲記し

ております。

―――――――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

117,593百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

123,365百万円

※２ 国庫補助金等の受入による有

形固定資産の圧縮記帳額

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

122,599百万円

―――――――

 

建物及び
構築物

0百万円

機械装置及び
運搬具

29

工具器具備品 6

計 36

―――――――

※３ (担保資産)

   担保に供している有形固定資

産(全て工場財団抵当として

供されている)

※３ (担保資産)

   担保に供している有形固定資

産(全て工場財団抵当として

供されている)

※３ (担保資産)

   担保に供している有形固定資

産(全て工場財団抵当として

供されている)

建物及び 
構築物

1,897百万円

機械装置及び 
運搬具

1,542

工具器具備品 454

土地 326

計 4,221

建物及び
構築物

529百万円

機械装置及び
運搬具

255

工具器具備品 31

土地 173

計 990

建物及び
構築物

550百万円

機械装置及び 
運搬具

479

工具器具備品 62

土地 173

計 1,266

   上記に対応する債務    上記に対応する債務    上記に対応する債務

短期借入金 1,105百万円

長期借入金 440

計 1,545

短期借入金 240百万円

長期借入金 200

計 440

短期借入金 240百万円

長期借入金 320

計 560

 ４ (偶発債務)

   非連結子会社の金融機関から

の借入金に対して、次のとお

り債務保証を行っておりま

す。

―――――――

  

 ４ (偶発債務)

   非連結子会社の金融機関から

の借入金に対して、次のとお

り債務保証を行っておりま

す。

株式会社エム 
ジーアイ

5百万円
株式会社エム 
ジーアイ

5百万円

――――――― ※５ (中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理)

     中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理を

しております。 

なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間

末日満期手形が、中間連結会

計期間末残高に含まれており

ます。

受取手形 81百万円

支払手形 721

流動負債
その他

80

―――――――



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの

百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの

百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの

百万円

 

荷造・運送費 826

貸倒引当金 
繰入額

74

給与賃金 1,921

賞与引当金 
繰入額

221

退職給付引当金 
繰入額

427

研究開発費 1,431
 

荷造・運送費 742

貸倒引当金
繰入額

19

給与賃金 1,951

賞与引当金
繰入額

242

退職給付引当金
繰入額

251

研究開発費 1,602  

荷造・運送費 1,669

貸倒引当金
繰入額

14

給与賃金 3,882

賞与引当金
繰入額

297

退職給付引当金 
繰入額

849

研究開発費 3,182

――――――― ※２ 固定資産圧縮損の内訳

建物及び
構築物

0百万円

機械装置及び
運搬具

29

工具器具備品 6

計 36

―――――――

―――――――

 

※３ 固定資産減損損失

   当社は、以下の資産グループ

について減損損失を計上いた

しました。

用途 遊休

種類 土地

場所 東京都

金額 45百万円

    （経緯）  

上記の土地は今後の利用計画

も無く、時価も下落している

ため、減損損失を認識しまし

た。 

（グルーピングの方法）  

キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として事業部を基

本単位として、また遊休不動

産については物件単位毎にグ

ルーピングをしております。 

（回収可能価額の算定方法

等）  

正味売却価額、不動産鑑定評

価基準

―――――――



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 1千株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

     該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

配当金支払額 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 72,694 ― ― 72,694

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 18 1 ― 20

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 1,090 15.00 平成18年3月31日 平成18年6月29日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に記載されている科目の金額

との関係

百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に記載されている科目の金額

との関係

百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に記載さ

れている科目の金額との関係

百万円

現金及び預金勘定 23,526

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△433

現金及び現金 
同等物

23,092

現金及び預金勘定 26,400

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△629

現金及び現金
同等物

25,771

現金及び預金勘定 29,559

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△737

現金及び現金
同等物

28,822



(リース取引関係) 

  

 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

 

機械装 
置及び 
運搬具

工具 
器具 
備品

無形 
固定 
資産

合計

百万円 百万円 百万円 百万円

取得 
価額 
相当額

119 380 59 559

減価 
償却 
累計額 
相当額

104 161 17 283

中間 
期末 
残高 
相当額

15 218 42 276

 

機械装 
置及び 
運搬具

工具
器具 
備品

無形
固定 
資産

合計

百万円 百万円 百万円 百万円

取得 
価額 
相当額

97 403 63 563

減価 
償却 
累計額 
相当額

93 188 26 308

中間 
期末 
残高 
相当額

3 215 36 255

 

機械装
置及び
運搬具

工具 
器具 
備品

無形 
固定 
資産

合計

百万円 百万円 百万円 百万円

取得
価額 
相当額

97 345 60 502

減価
償却 
累計額
相当額

88 152 19 260

期末
残高 
相当額

8 193 40 241

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

同 左  なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

しております。

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

百万円

１年以内 98

１年超 177

合計 276

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

百万円

１年以内 100

１年超 154

合計 255

② 未経過リース料期末残高相当額

百万円

１年以内 92

１年超 149

合計 241

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。

同 左  なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

百万円

支払リース料 70

減価償却費相当額 70

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

百万円

支払リース料 63

減価償却費相当額 63

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

百万円

支払リース料 135

減価償却費相当額 135

④ 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同 左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同 左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

株式 3 3 △0

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 203

債券 0

合計 204

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

株式 61 67 5

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 202

債券 0

合計 203



前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

 なお、先物為替予約を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象

から除いております。 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

 なお、先物為替予約を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象

から除いております。 

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

 なお、先物為替予約を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象

から除いております。 

  

  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

株式 31 39 8

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 202

債券 0

合計 203



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当社グループは、電気、通信機器の部品の製造販売を主要事業としており、当該セグメント以外に開

示基準に該当するセグメントはありません。このため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア 香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中華人民共和国、中華民国、大韓民国、 

フィリピン 

(2) 欧州  英国、ドイツ 

(3) 北米  米国 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア 香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中華人民共和国、中華民国、大韓民国、 

フィリピン 

(2) 欧州  英国、ドイツ 

(3) 北米  米国 

  

日本
(百万円)

アジア 
(百万円)

欧州
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

59,177 45,394 8,337 4,765 117,674 ― 117,674

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

49,183 44,461 76 129 93,851 (93,851) ―

計 108,360 89,856 8,414 4,894 211,526 (93,851) 117,674

営業費用 107,297 88,079 8,281 4,795 208,453 (93,882) 114,571

営業利益 1,062 1,777 133 99 3,072 31 3,103

日本
(百万円)

アジア 
(百万円)

欧州
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

65,538 50,882 5,679 2,745 124,846 ― 124,846

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

51,094 50,596 62 192 101,945 (101,945) ―

計 116,633 101,478 5,742 2,937 226,791 (101,945) 124,846

営業費用 112,550 98,809 5,797 2,798 219,956 (101,902) 118,053

営業利益又は 
営業損失(△)

4,082 2,668 △55 138 6,834 (42) 6,792



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア 香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中華人民共和国、中華民国、大韓民国、 

フィリピン 

(2) 欧州  英国、ドイツ 

(3) 北米  米国 

  

日本
(百万円)

アジア 
(百万円)

欧州
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

117,996 92,160 16,678 9,903 236,738 ― 236,738

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

100,964 91,614 149 309 193,037 (193,037) ―

計 218,961 183,774 16,827 10,212 429,776 (193,037) 236,738

営業費用 218,143 179,499 16,682 10,002 424,328 (192,791) 231,537

営業利益 817 4,274 145 210 5,447 (246) 5,201



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア 香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中華人民共和国、中華民国、大韓民国、 

フィリピン 

(2) 欧州  英国、ドイツ 

(3) 北米  米国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア 香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中華人民共和国、中華民国、大韓民国、 

フィリピン 

(2) 欧州  英国、ドイツ 

(3) 北米  米国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア 香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中華人民共和国、中華民国、大韓民国、 

フィリピン 

(2) 欧州  英国、ドイツ 

(3) 北米  米国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

アジア 欧州 北米 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 52,417 8,830 6,472 67,720

Ⅱ 連結売上高(百万円) 117,674

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

44.5 7.5 5.5 57.5

アジア 欧州 北米 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 59,275 5,976 4,506 69,758

Ⅱ 連結売上高(百万円) 124,846

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

47.5 4.8 3.6 55.9

アジア 欧州 北米 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 111,282 17,393 13,323 141,999

Ⅱ 連結売上高(百万円) 236,738

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

47.0 7.4 5.6 60.0



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 1,217.52円 1,301.95円 1,263.79円

１株当たり中間(当期) 
純利益

1.75円 47.08円 18.00円

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期) 
純利益

1.45円 39.10円 14.95円

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益

 中間(当期)純利益(百万円) 126 3,421 1,411

 普通株主に帰属しない金額 

 (百万円)
― ― 103

 (利益処分による取締役賞与金） ― ― (103)

 普通株式に係る中間(当期)純利益 

 (百万円)
126 3,421 1,308

 普通株式の期中平均株式数(千株) 72,678 72,675 72,677

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益

 中間(当期)純利益調整額(百万円) ― ― ―

 普通株式増加数(千株) 14,836 14,836 14,836

（うち新株予約権付社債） (14,836) (14,836) (14,836)



(重要な後発事象) 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――――  当社は、平成18年12月７日開催の
取締役会において、連結子会社であ
る九州ミツミ株式会社が所有する固
定資産の譲渡を決議いたしました。
概要は以下のとおりであります。
(1) 譲渡の理由
 建物の老朽化に伴う修繕費及
び将来コストの抑制を目的に、
所有地の一部を売却し、残った
所有地に人員規模に見合った新
社屋を建設する予定でありま
す。

(2) 譲渡資産の内容
  所在地 福岡県飯塚市立岩1049
  土地面積 36,857.10㎡
  帳簿価額 220百万円
  譲渡価額 1,783百万円
(3) 譲渡先 
   株式会社ASNアセットマネジ 
    メント
(4) 譲渡の日程(予定)
    契約書締結 平成18年12月末日
  物件引渡  平成20年3月末日
(5) 当該事象の損益に与える影響
   当該資産の譲渡益1,234百万円
は、平成20年3月期の特別利益
に計上する予定であります。

当社及び国内連結子会社は、確定
給付企業年金法の施行に伴い、厚生
年金基金の代行部分について、平成
18年4月28日付で厚生労働大臣から
将来分支給義務停止の認可を受けま
した。 
 これに伴い、当社及び国内連結子
会社は「退職給付会計に関する実務
指針(中間報告)」(日本公認会計士
協会会計制度委員会報告第13号)第
44-2項に基づき、平成19年3月期以
降における厚生年金基金の代行部分
の過去分返上認可の日において、当
該代行部分に係る損益を認識する予
定であります。ただし、現時点では
損益に与える影響額を算出すること
は困難であります。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 10,582 12,248 15,917

 ２ 受取手形 ※５ 2,076 1,722 2,070

 ３ 売掛金 64,530 68,003 58,168

 ４ 材料支給債権 4,454 9,223 3,429

 ５ 棚卸資産 16,183 20,002 16,332

 ６ 繰延税金資産 1,925 2,301 2,978

 ７ その他 1,332 2,054 1,448

    貸倒引当金 △139 △151 △121

   流動資産合計 100,945 53.6 115,405 58.1 100,225 54.6

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※1.2.3

  １ 機械及び装置 16,999 16,297 15,612

  ２ 工具器具備品 6,060 5,462 5,183

  ３ その他 13,471 12,965 13,234

     有形固定資産計 36,531 34,726 34,030

 (2) 無形固定資産 2,346 2,436 2,477

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 8 71 44

  ２ 関係会社株式 22,129 22,129 22,129

  ３ 関係会社出資金 16,434 17,039 17,039

  ４ 繰延税金資産 7,460 4,810 5,452

  ５ その他 2,672 2,301 2,286

     貸倒引当金 △359 △179 △181

    投資その他の 
    資産計

48,345 46,172 46,770

   固定資産合計 87,223 46.4 83,335 41.9 83,277 45.4

   資産合計 188,169 100.0 198,741 100.0 183,503 100.0



   
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※５ 3,964 4,007 3,678

 ２ 買掛金 39,008 45,898 33,583

 ３ 短期借入金 ※３ 10,269 11,181 11,155

  ４  未払法人税等 632 1,057 653

 ５ 賞与引当金 1,197 1,157 1,291

 ６ その他 ※５ 6,618 9,784 6,719

   流動負債合計 61,692 32.8 73,086 36.7 57,082 31.1

Ⅱ 固定負債

 １ 新株予約権付社債 20,000 20,000 20,000

 ２ 長期借入金 ※３ 9,815 5,825 7,820

 ３ 退職給付引当金 5,268 5,611 5,696

 ４ 役員退職慰労引当金 758 ― 789

 ５ その他 ― 299 ―

   固定負債合計 35,842 19.0 31,735 16.0 34,305 18.7

   負債合計 97,534 51.8 104,821 52.7 91,388 49.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 29,912 15.9 ― ― 29,912 16.3

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 32,272 ― 32,272

   資本剰余金合計 32,272 17.2 ― ― 32,272 17.6

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,505 ― 1,505

 ２ 中間(当期) 
   未処分利益

26,964 ― 28,443

   利益剰余金合計 28,470 15.1 ― ― 29,949 16.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

△ 0 △0.0 ― ― 4 0.0

Ⅴ 自己株式 △21 △0.0 ― ― △24 △0.0

   資本合計 90,634 48.2 ― ― 92,115 50.2

   負債・資本合計 188,169 100.0 ― ― 183,503 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 29,912 15.1 ― ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 32,272 ―

   資本剰余金合計 ― ― 32,272 16.2 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 1,505 ―

  (2) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 30,252 ―

   利益剰余金合計 ― ― 31,758 16.0 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △26 △0.0 ― ―

   株主資本合計 ― ― 93,916 47.3 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 3 0.0 ― ―

   評価・換算 
   差額等合計

― ― 3 0.0 ― ―

   純資産合計 ― ― 93,920 47.3 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 198,741 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  
 

  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 112,528 100.0 119,112 100.0 226,493 100.0

Ⅱ 売上原価 104,213 92.6 107,352 90.1 210,493 92.9

   売上総利益 8,314 7.4 11,759 9.9 16,000 7.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,326 5.6 6,427 5.4 13,315 5.9

   営業利益 1,988 1.8 5,331 4.5 2,684 1.2

Ⅳ 営業外収益 ※１ 2,956 2.6 1,360 1.1 5,443 2.4

Ⅴ 営業外費用 ※２ 450 0.4 1,281 1.1 1,062 0.5

   経常利益 4,494 4.0 5,411 4.5 7,066 3.1

Ⅵ 特別利益 ※３ 258 0.2 44 0.0 754 0.3

Ⅶ 特別損失 ※4.5 ― ― 81 0.0 ― ―

   税引前中間 
   (当期)純利益

4,753 4.2 5,374 4.5 7,820 3.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

570 1,052 1,208

   法人税等調整額 △297 273 0.2 1,319 2,372 2.0 653 1,862 0.8

   中間(当期)純利益 4,479 4.0 3,001 2.5 5,958 2.6

   前期繰越利益 22,485 ― 22,485

   中間(当期)未処分利益 26,964 ― 28,443



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  
  
  

項   目

株主資本
評価・換算 

差額等 純資産 

合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計
資本準備金 利益準備金

その他
利益剰余金

その他 

有価証券 

評価差額金
繰越

利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 29,912 32,272 1,505 28,443 △    24 92,110 4 92,115

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当 △1,090 △1,090 △1,090

利益処分による役員賞与 △  103 △  103 △  103

中間純利益 3,001 3,001 3,001

自己株式の取得 △     2 △     2 △     2

株主資本以外の項目の中間会計 
期間中の変動額（純額）

△     1 △     1

中間会計期間中の変動額合計(百万円) － － － 1,808 △     2 1,806 △     1 1,804

平成18年９月30日残高(百万円) 29,912 32,272 1,505 30,252 △    26 93,916 3 93,920



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式：移動平均法に

基づく原価法

  その他有価証券

  時価のあるもの：中間

会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法

  (評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定)

  時価のないもの：移動

平均法に基づく原価法

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式：移動平均法に

基づく原価法

  その他有価証券

  時価のあるもの：中間

会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法

  (評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定)

  時価のないもの：移動

平均法に基づく原価法

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式：移動平均法に

基づく原価法

  その他有価証券

  時価のあるもの：事業

年度末日の市場価格等

に基づく時価法

  (評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定)

  時価のないもの：移動

平均法に基づく原価法

(2) 棚卸資産

  商品:移動平均法に基

づく原価法

  製品、仕掛品：総平均

法に基づく原価法

  原材料、貯蔵品:主と

して最終仕入原価法に

基づく原価法

(2) 棚卸資産

同 左

(2) 棚卸資産

同 左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  資産の種類、構造、用

途別に見積られる耐用

年数に基づく定率法に

よっております。

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物付属設備を除

く)については、定額

法によっております。

  なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。

    建物・
    構築物  15～38年
    機械及び
    装置   ５～10年
    工具器具
    備品   ２～８年

(1) 有形固定資産

     同 左

(1) 有形固定資産

     同 左

(2) 無形固定資産

   資産の種類、用途別に

見積られる耐用年数に

基づく定額法によって

おります。

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、

社内における利用可能

期間（５年）に基づく

定額法によっておりま

す。

(2) 無形固定資産

   資産の種類、用途別に

見積られる耐用年数に

基づく定額法によって

おります。

  なお、販売用製品機器

組込ソフトウェアにつ

いては、見込販売可能

期間（３年）に基づく

定額法、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利用

可能期間（５年）に基

づく定額法によってお

ります。

(2) 無形固定資産

同 左

(3) 長期前払費用

  定額法によっておりま

す。 

なお、償却期間は5年

であります。

(3) 長期前払費用

     同 左

(3) 長期前払費用

同 左

  



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権及び破産更生債権

については個別に回収

可能性を検討し、回収

不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

同 左

(1) 貸倒引当金

同 左 

(2) 賞与引当金

  従業員に対する賞与の

支出に備えるため、賞

与支給見込額のうち当

中間会計期間に対応す

る金額を引当計上して

おります。

(2) 賞与引当金

同 左

(2) 賞与引当金

  従業員に対する賞与の

支出に備えるため、賞

与支給見込額のうち当

事業年度に対応する金

額を引当計上しており

ます。



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末に発生してい

ると認められる額を引

当計上しております。

  なお、会計基準変更時

差異(11,599百万円の

うち、退職給付信託設

定による償却額2,279

百万円を除いた残額

9,320百万円)について

は、15年による按分額

を費用処理しておりま

す。

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10

年)による按分額を費

用処理しております。

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(10年)による按分額を

それぞれ翌期より費用

処理しております。

 

―――――

(3) 退職給付引当金

同 左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(追加情報）

  確定給付企業年金法の

施行に伴い、厚生年金

基金の代行分につい

て、平成18年４月28日

に厚生労働大臣から将

来分支給義務免除の認

可を受けました。 

当中間会計期間末日現

在において測定された

返還相当額（最低責任

準備金）は9,856百万

円であり、当該返還相

当額（最低責任準備

金）の支払が当中間会

計期間末日に行われた

と仮定して「退職給付

会計に関する実務指針

（中間報告）」（日本

公認会計士協会会計制

度委員会報告第13号）

第44－２項を適用した

場合に生じる特別利益

の見込額は、8,015百

万円であります。

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき引当計上し

ております。

  なお、会計基準変更時

差異(11,599百万円の

うち、退職給付信託設

定による償却額2,279

百万円を除いた残額

9,320百万円)について

は、15年による按分額

を費用処理しておりま

す。

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10

年)による按分額を費

用処理しております。

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(10年)による按分額を

それぞれ翌期より費用

処理しております。

   

 

 

 

―――――

   

 

 

 



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員

退職慰労金に関する内

規に基づく中間会計期

間末要支給額を引当計

上しております。

―――――

(4) 役員退職慰労引当金

―――――

   

 

 

 

 

(追加情報）

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員

退職慰労金に関する内

規に基づく中間会計期

間末要支給額を引当計

上しておりましたが、

平成18年６月29日開催

の定時株主総会の日を

もって役員退職慰労金

制度を廃止することが

決議されました。 

同制度廃止に伴い、定

時株主総会の日以前の

在職期間分についての

役員退職慰労金につい

て、打切り支給するこ

ととしました。 

なお、支給の時期は、

各役員それぞれの退任

時とし、役員退職慰労

引当金は全額を取崩

し、退任時まで固定負

債「その他」として計

上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員

退職慰労金に関する内

規に基づく期末要支給

額を引当計上しており

ます。

―――――

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

同 左  外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

５ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同 左 同 左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  先物為替予約を行って

おり、為替予約が付され

ている外貨建金銭債権に

ついては、振当処理を行

っております。

(1) ヘッジ会計の方法

同 左

(1) ヘッジ会計の方法

同 左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

(ヘッジ手段)為替予約
(ヘッジ対象)外貨建金銭債権

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同 左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同 左

(3) ヘッジ方針

  外貨建取引の為替相場

の変動リスクを回避する

目的で為替予約取引を行

っております。

(3) ヘッジ方針

同 左

(3) ヘッジ方針

同 左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

  リスク管理方針に従っ

て、為替予約を振当処理

しているため、中間決算

日における有効性の評価

を省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同 左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

  リスク管理方針に従っ

て、為替予約を振当処理

しているため、決算日に

おける有効性の評価を省

略しております。

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

   消費税等の会計処理 

  税抜方式によっており

ます。

 消費税等の会計処理

同 左

 消費税等の会計処理

同 左

  



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14

年8月9日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号)を適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

―――――

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年8

月9日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第6号)を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

―――――

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17年

12月9日 企業会計基準第5号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月9日 

企業会計基準適用指針第8号)を適用

しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は93,920百万円でありま

す。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成しております。

―――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額
82,794百万円 83,340百万円 84,149百万円

※２ 国庫補助金等の

受入による有形

固定資産の圧縮

記帳額

 
―――――

 

機械及び
装置

29百万円

工具器具
備品

6

その他 0

計 36

 
―――――

※３ 担保に供してい

る有形固定資産

   (全て工場財団

抵当として供さ

れている) 

 

   上記に対応する

債務

 

 

機械及び
装置

1,542百万円

工具器具
備品

454

その他 2,224

計 4,221

短期借入金 1,105百万円

長期借入金 440

計 1,545

 

 

機械及び
装置

255百万円

工具器具
備品

31

その他 702

計 990

短期借入金 240百万円

長期借入金 200

計 440

 

 

機械及び 
装置

479 百万円

工具器具 
備品

62

その他 723

計 1,266

短期借入金 240百万円

長期借入金 320

計 560

 ４ 偶発債務 

保証債務(関係

会社等の金融機

関からの借入金

及び外国為替限

度保証)は右の

とおりでありま

す。

 

(被保証会社名)

㈱エムジーアイ 5百万円
その他１社 2
計 7  

(被保証会社名)

MITSUMI
(THAILAND)
CO.,LTD

2百万円

 

(被保証会社名)

㈱エムジーアイ 5百万円
その他１社 2
計 7

※５ 中間会計期間末

日満期手形の会

計処理

 
―――――

 中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理

をしております。 

なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であった

ため、次の中間会計期間末

日満期手形が、中間会計期

間末残高に含まれておりま

す。

受取手形 81百万円

支払手形 721

流動負債

その他 80

 
―――――



(中間損益計算書関係) 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益の主

   要項目

    受取利息

百万円

41

 

百万円

81

 

百万円

104

    関係会社受取
    配当金

    為替差益

2,481

342

1,134

―

4,257

724

※２ 営業外費用の主

   要項目

 

百万円

 

百万円

 

百万円

    支払利息 160 232 359

    為替差損 ― 48 ―

    治工具・金型
    等除却損 212 875 578

※３ 特別利益の主要

   項目

 

百万円

 

百万円

 

百万円

    国庫補助金等 

 受入額
― 44 ―

 特許料収入 ― ― 495

    関係会社清算 
 益

258 ― 258

※４ 特別損失の主要

   項目

 

百万円

 

百万円

 

百万円

    固定資産減損 
 損失

― 45 ―

    固定資産圧縮 
 損

― 36 ―

（固定資産圧縮損の内訳）

 

――――― 機械及び
装置

29百万円

工具器具
備品

6

その他 0

計 36
 

―――――

※５ 固定資産減損損

失

 
―――――

当社は、以下の資産グル
ープについて減損損失を計
上しました。

 
―――――

 

用途 遊休

種類 土地

場所 東京都

金額 45百万円

（経緯）
 上記の土地は今後の利用
計画も無く、時価も下落し
ているため、減損損失を認
識しました。
（グルーピングの方法）
 キャッシュ・フローを生
み出す最小単位として事業
部を基本単位として、また
遊休不動産については物件
単位毎にグルーピングをし
ております。
（回収可能価額の算定方法
等）  
 正味売却価額、不動産鑑
定評価基準

 ６ 減価償却実施額

    有形固定資産

    無形固定資産

百万円

4,137

419

百万円

3,820

581

百万円

8,779

894



(中間株主資本等変動計算書関係) 

  
当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

自己株式に関する事項 
  

   
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  1,833株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 18,762 1,833 ― 20,595



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

機械 
及び 
装置

工具 
器具 
備品

無形 
固定 
資産

合計

百万円 百万円 百万円 百万円

取得価額

相当額
53 
 

380 
 

59 
 

493
 

減価償却

累計額

相当額

44 161 17 224

中間

期末残高

相当額

 
8

 
218

 
42 269

機械 
及び 
装置

工具
器具 
備品

無形
固定 
資産

合計

百万円 百万円 百万円 百万円

取得価額

相当額
31 
 

403
 

63
 

497
 

減価償却

累計額

相当額

27 188 26 242

中間

期末残高

相当額

 
3 215 36 255

機械
及び 
装置

工具 
器具 
備品

無形 
固定 
資産

合計

百万円 百万円 百万円 百万円

取得価額

相当額
31
 

345 
 

60 
 

436
 

減価償却

累計額

相当額

25 152 19 197

期末残高

相当額

5
 

193
 
40 238

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

同 左  なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

しております。

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

百万円
１年以内 91
１年超 177
合計 269

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

百万円
１年以内 100
１年超 154
合計 255

② 未経過リース料期末残高相当額

百万円
１年以内 89
１年超 149
合計 238

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。

同 左  なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

百万円
支払リース料 53
減価償却費相当額 53

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

百万円
支払リース料 52
減価償却費相当額 52

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

百万円
支払リース料 104
減価償却費相当額 104

④ 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同 左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同 左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

 子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

 子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

 子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― ―――――
 当社は、確定給付企業年金法の施

行に伴い、厚生年金基金の代行部分

について、平成18年4月28日付で厚

生労働大臣から将来分支給義務停止

の認可を受けました。 

 これに伴い、当社は「退職給付会

計に関する実務指針（中間報告）」

（日本公認会計士協会会計制度委員

会報告第13号）第44－2項に基づ

き、平成19年3月期以降における厚

生年金基金の代行部分の過去分返上

認可の日において、当該代行部分に

係る損益を認識する予定でありま

す。ただし、現時点では損益に与え

る影響額を算出することは困難であ

ります。



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

 
  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第61期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月30日 
関東財務局長に提出。

(2) 有価証券報告書 の訂正報告書
平成18年６月23日
関東財務局長に提出。

平成17年６月30日に提出した有価証券報告書の訂正報告書であります。

(3) 有価証券報告書 の訂正報告書
平成18年６月23日
関東財務局長に提出。

平成16年６月30日に提出した有価証券報告書の訂正報告書であります。

(4) 有価証券報告書 の訂正報告書
平成18年６月23日
関東財務局長に提出。

平成15年６月30日に提出した有価証券報告書の訂正報告書であります。

(5) 有価証券報告書 の訂正報告書
平成18年６月23日
関東財務局長に提出。

平成14年６月28日に提出した有価証券報告書の訂正報告書であります。

(6) 
有価証券報告書 
の訂正報告書

平成18年６月23日
関東財務局長に提出。

平成13年６月29日に提出した有価証券報告書の訂正報告書であります。



該当事項はありません。 

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

 

ミツミ電機株式会社 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているミ

ツミ電機株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７

年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ミツミ電機株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 
  

 

平成１７年１２月２日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

  指定社員
公認会計士  鶴  野  隆  一  ㊞

  業務執行社員

  指定社員
公認会計士  桃  崎  有  治  ㊞

  業務執行社員

 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

 

ミツミ電機株式会社 

 

  

 

  
 

   

   

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているミ

ツミ電機株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ミツミ電機株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年１２月７日開催の取締役会において、連結子会社である

九州ミツミ株式会社の所有する固定資産の譲渡を決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 

平成１８年１２月８日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

  指定社員
公認会計士  鶴  野  隆  一  ㊞

  業務執行社員

  指定社員
公認会計士  桃  崎  有  治  ㊞

  業務執行社員

  指定社員
公認会計士  藤  本  貴  子  ㊞

  業務執行社員

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

 

ミツミ電機株式会社 

 
  
 

  
 

   

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているミ

ツミ電機株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６１期事業年度の中間会計期間（平成１７

年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ミツミ電機株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７

年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 

  

 

平成１７年１２月２日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

  指定社員
公認会計士  鶴  野  隆  一  ㊞

  業務執行社員

  指定社員
公認会計士  桃  崎  有  治  ㊞

  業務執行社員

 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

 



独立監査人の中間監査報告書 

 

 

ミツミ電機株式会社 

 
  
 

  
 

   

   

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているミ

ツミ電機株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６２期事業年度の中間会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ミツミ電機株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 

  

 

平成１８年１２月８日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

  指定社員
公認会計士  鶴  野  隆  一  ㊞

  業務執行社員

  指定社員
公認会計士  桃  崎  有  治  ㊞

  業務執行社員

  指定社員
公認会計士  藤  本  貴  子  ㊞

  業務執行社員

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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